
 

エネルギー安全保障と気候変動に関する主要経済国首脳会合宣言

（骨子） 
我々、先進国及び途上国の双方から成る世界の主要経済国の首脳は、主要なグ

ローバルな課題に取り組む指導的役割を自覚し、共通に有しているが差異のある

責任及びそれぞれの能力に従い、気候変動問題と闘うことを約束する。 

我々は、2009年 12月に合意された結果が、全ての国の努力を最大化し、国連

気候変動枠組条約第２条の究極的目的を達成すべく貢献することを確保するよ

う、引き続き協力していく。 

１．長期目標（パラ４ 注：見出しは原文には付されていない） 

我々は、低炭素社会達成を目指した、排出量削減の世界全体の長期目標を含む、

長期協力行動のためのビジョンの共有を支持する。科学的知見を踏まえ、世界全

体の排出量の大幅削減が条約の究極的目的の達成に必要であり、適応はそれに応

じた極めて重要な役割を果たすことを認識する。条約の下での交渉において、締

約国が衡平原則を考慮して、世界全体の長期目標を採択することが望ましいと信

ずる。IPCC の野心的な複数のシナリオへの真剣な考慮を求める。世界全体の長

期目標に向けての意義ある進展は、既存技術やベスト・プラクティスを普及させ

る資金供与を増大することで実現する。かかる長期目標を究極的に達成できるか

は、調達可能で、新しく、より進歩した革新技術及びインフラ、我々の生活様式

を変える慣行にもかかっている。 

２．中期目標（パラ５） 

 我々は更なる行動をとる。即ち、我々は他の優先目標も達成しつつ、我々の政

策とパフォーマンスを引き続き改善していく。世界全体の長期目標の達成には、

バリ行動計画の合意結果に反映されることになる各々の中期目標、約束、行動が

必要となる。先進主要経済国は、先進国間で比較可能な努力を反映しつつ、中期

の国別総量目標を実施し、これに関連する行動を、排出量の絶対的削減を達成し、

更に可能な場合にはまずは可能な限り早く排出量増加を停止するためにとる。途

上主要経済国は、対策をとらないシナリオ（Business as Usual）の下での排出

量からの離脱を達成するため、持続可能な開発の文脈で、技術、融資、キャパシ

ティ・ビルディングに支援された国毎の適切な緩和の行動を遂行する。 
 

３．森林（パラ６） 

森林減少・劣化等による排出量の削減及び土地利用・土地利用変化、森林セク

ターにおける吸収量の増加の為の行動が温室効果ガスの安定化に貢献し得るこ



 
とを認識する。 

４．適応（パラ７） 

適応は、不可避的な気候変動の影響に取り組む上で不可欠であることを認識す

る。我々は、途上国、とりわけ最も脆弱な国が、気候変動への適応能力を強化す

るため、共に協力していく。 

５．技術（パラ８） 

技術の極めて重要な役割、技術の飛躍的進歩の必要性を確認する。短期的には、

多くの既存技術の幅広い展開が緩和及び適応の両方に不可欠である。特に、省エ

ネ、エネルギー効率、災害抑制、水・天然資源管理に関する技術は重要である。

再生可能エネルギー、よりクリーンで低炭素の技術及び、関心を有する国につい

ては原子力を含む技術の利用を促進する。より長期的には、革新的技術の研究、

開発、実証、展開、移転が決定的に重要である。特に、炭素回収・貯留（ＣＣＳ）

に関する研究、開発及び大規模実証や協力等の必要性を認識する。我々はまた、

クリーン・エネルギーの研究開発等における継続的な投資及び協力促進の手段と

しての技術ロードマップの価値に留意する。 

６．資金（パラ９） 

気候変動に取り組むためにはより多くの資金の動員が必要である。資金フロー、

特に途上国への資金支援を拡大させること等が緊要である。 

７．早期に実施すべきこと（パラ１０） 

現在から２０１２年までの期間、完全、実効的かつ持続可能な条約の実施のた

め、我々は、 

・ セクター別の緩和関連技術協力の戦略につき協力し、セクター別の効率性に

関する緩和情報及び分析の交換等を促進し、協力的セクター別アプローチ及

びセクター別行動の役割を検討する。 
・ ＷＴＯ担当者に、気候変動に関する協力の促進に関連する問題の協議を、切

迫感をもって進めるよう指示する。 
他 

８．今後（パラ１１） 

主要経済国は、２００９年のコペンハーゲン気候変動会議の成功のため、引き

続き建設的に協力する。                       
（了） 


